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１．はじめに 

高齢期は加齢に伴う心身機能の低下に

より、適切なタイミングで他者からサポー

トを得ることが生活の質の維持に不可欠

となってくる。一方で、高齢者は若年層に

比べて他者にサポートを求めることに対

し、その社会的コスト（他者への負担感や

評価低下）を高く見積もるため、明示的な

援助の要請を回避しやすいことが指摘さ

れている（Jiang et al.，2018）。 

これまでの援助要請に関する研究では、

要介護認定を受けた高齢者や医療・介護サ

ービス利用者を対象とするものが多く、介

護を要しない地域在住高齢者が日常生活

でどのような悩みを抱え、どのような援助

要請に至っているのかについては、体系的

な実証が十分とはいえない。特に、家庭、

人間関係、健康、生活全般といった悩みの

領域によって援助要請が促進されるのか

抑制されるのかは明らかではない。さらに、

これらの援助要請と精神的健康との関連

についても検討の余地が大きい。 

ところで近年は、中高年のひきこもり問

題が高齢社会の新たな課題として顕在化

している。これは地域包括ケアや福祉政策

の枠組みを超えた横断的な社会課題であ

り、ひきこもりを抱える家族全体の孤立が

進み、ひきこもり当事者のみならず親であ

る高齢者にも深刻な影響を及ぼしうる。実

務現場における事例では、要介護状態にあ

りながら支援につながっていなかった高

齢者の自宅を介護支援事業者が訪問した

際に、同居する子どもが長年にわたりひき

こもり状態であることが初めて把握され、

結果として介護ニーズが放置されていた

ことなどが報告されている（Yamazaki et al.，

2021）。このように高齢の親世代には、他者

に迷惑をかけたくない規範が強く作用し

やすいことから、問題が複雑化・慢性化す

るまで公的支援や地域資源につながりに

くい可能性がある。中高年ひきこもりの子

を抱える高齢者は、孤独感や精神的健康が

低下していることが示されているが

（Yamazaki et al.，2024）、どのような援助

要請行動をとっているのか、あるいはなぜ

援助を求めないのかについての知見は乏

しい。 

以上を踏まえ、本報告は援助要請を共通

の視点として、地域高齢者と、中高年ひき

こもりを抱える高齢者という二つの対象

を統合的に理解することを目的とする。具

体的には、以下の二点を検討する。 

第一に、地域在住高齢者がどのような日

常的な悩みを抱え、どのような対象（家族

や友人など）に援助を要請しているかを明

らかにし、これらと精神的健康との関連を

検討する。 

第二に、高齢世帯における中高年ひきこ

もりの出現状況を把握し、援助要請と精神

的健康の特徴を明らかにする。また、援助

を求めない場合の理由を探索し、介入前段

階における阻害要因を検討する。これらの

結果をもとに、本報告では、地域に潜在化

しやすい中高年ひきこもりを抱える高齢

者が、直接的には相談支援や地域資源へ、

間接的には地域高齢者全体を対象とした
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援助につながるためのアプローチに関す

る基礎的知見の蓄積を目指す。 

 

２．調査１ 地域高齢者の困りごとと援助 

要請と精神的健康度 

２.１ 目的 

 地域高齢者における悩みの領域構成（家

庭、人間関係、健康、生活全般）と孤独感・

精神的健康度の関連、及び援助要請の水準

とその規定因を明らかにすることである。

その際、援助要請には性差がある可能性が

示唆されているため、男女別に分析した。 

 

２.２ 方法 

 埼玉県 A 市に在住の 65〜84 歳（2023 年

10 月 1 日現在）の高齢者から、住民基本台

帳により 1,000 人を無作為抽出し、自記式

の郵送調査を実施した。調査期間は 2023 年

11 月 8 日から 11 月 26 日であり、回答は

583 人（回収率 58.3％）から得た。このう

ち、主要な調査項目に不備等がなかった

518 人のデータを分析に用いた。 

 調査内容は、性別や年齢、教育歴、居住

年数、世帯構成などの基本属性に加え、被

援助志向尺度（援助への欲求、援助への抵

抗感の２因子）、援助要請意図尺度の項目

を高齢者用に修正して用いた。悩みの種類

は、家族・家庭内、人間関係、健康、生活

全般の４領域、相談相手は、家族・親族、

友人・知人、行政・専門家の３資源とした。

悩みの有無は、上記４領域について過去１

年間の経験を５件法で尋ねた。ソーシャル

ネットワークとして、別居家族や近隣、友

人などとの交流頻度を尋ねた。その他、手

段的自立（IADL）、生活体力指標、困った時

の情報収集に関するリテラシー、孤独感、

WHO-５精神的健康状態表日本語版を尋ね

た。 

調査は依頼状とともに質問紙を郵送し、

無記名での返送をもって調査協力への同

意とみなした。依頼状には協力が任意であ

り、不利益がないこと、個人が特定されな

いことを明記した。本研究は所属機関の倫

理審査委員会の承認を得て実施した。サン

プリングから調査票回収までの一連の作

業は、（一社）新情報センターに業務委託し

た。 

 

２.３ 結果と考察 

１）悩みの領域ごとの得点分布 

男女の平均値を比較したところ、生活全

般の悩みについては男性が女性よりも有

意に高かった（p<.001）。

表１ 悩み領域ごとの得点、被援助志向性、孤独感、精神的健康度における性差 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

M SD M SD

悩みの領域

　家族・家庭内 2.21 1.26 2.37 1.42 -1.37 .171

　人間関係 2.08 1.11 2.06 1.17 .243 .808

　（自分の）健康 2.66 1.26 2.66 1.26 1.03 .305

　生活全般 2.36 1.17 2.01 1.09 3.54 <.001

被援助志向性

　援助に対する欲求 18.76 5.37 18.80 5.95 0.09 .931

　援助への抵抗感 10.01 3.26 9.18 3.23 2.94 .003

孤独感 4.20 1.36 3.99 1.38 1.84 .065

精神的健康 20.04 5.43 20.79 5.41 1.16 .249

男性 女性 
t値 p値

M：平均値  SD：標準偏差 

 



22 

 

一方、家庭、人間関係、健康に関する悩み

には性差は認められなかった。援助志向性

では、援助への欲求に性差はみられなかっ

たが、援助への抵抗感は男性が有意に高く

（p=.003）、男性は女性よりも他者に相談す

ることに抵抗を感じやすいことが示され

た。孤独感についても男性が高い傾向を示

した（p=.065）が有意ではなく、精神的健

康状態には性差はなかった。 

 

２）悩みの領域別における援助要請意図を 

求める相手の性差 

 悩みの領域別に、援助要請意図の相手と

して、家族や親族、友人、行政関連の３資

源別に男女の平均値を算出し、t 検定を実

施した（表２）。その結果、「家族・親族」

に対しては、悩みの領域として家族・家庭

内（p=.001）、人間関係（p<.001）、健康（p=.004）

で有意であり、男性よりも女性の得点が高

かった。同じく「友人」に対しても、家族・

家庭内（p=.001）、人間関係（p<.001）、健康

（p<.001）で有意であり、男性よりも女性

の得点が高かった。男性は相談する相手に

限らず、女性よりも悩みを相談しにくい傾

向にあるといえる。一方、生活全般に関す

る悩みについては、性差が認められなかっ

た。また、「行政や専門家」に対しても悩み

の領域において性差は認められなかった。 

 

表２ 悩みの領域別における援助要請意図を求める相手の性差 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）悩みの領域別における援助要請意図を 

規定する要因 

 各悩みの領域を従属変数、悩み得点や援

助要請態度、精神的健康度などを独立変数

とした重回帰分析を実施し、援助要請意図

の規定要因について検討した。その結果、

有意であったもののみを表３に示した。性

別はどの悩み領域においても有意ではな

かった。 

いずれの領域でも「悩み得点」が有意に

関連しており（ps<.001）、悩みが強いほど援

助を求めやすい傾向が示された。 

家族・家庭内の悩みについては、他の領

域と異なり規定要因が多様であった。具体

的には、援助要請に対する欲求が高い

（ p<.001）ことや、孤独感が高いこと

（p=.049）、しかし精神的健康状態（WHO-

５）は良好であり（p=.010）、近隣との交流

が多く（p<.001）、情報リテラシーが高いこ

と（p=.009）が援助要請を促進させていた。

一方、援助要請に対する抵抗感が高く

（p<.001）、IADL、すなわち高次の生活機能

が自立していること（p=.033）が援助要請

につながらないことが示された。人間関係

の悩みについては、援助への欲求が有意な

関連（p<.001）を示した。人間関係の問題

を解消したいという強いモチベーション

があれば、援助要請に至ると考えられる。

悩みの領域 M SD M SD M SD M SD M SD M SD

家族・家庭内 3.25 1.34 3.64 1.29 3.28 .001 2.30 1.13 2.67 1.37 3.31 .001 2.31 1.15 2.33 1.22 0.21 .834

人間関係 2.96 1.31 3.41 1.29 3.89 <.001 2.39 1.16 2.82 1.39 3.82 <.001 2.24 1.15 2.14 1.12 0.99 .324

（自分の）健康 3.58 1.26 3.89 1.16 2.89 .004 2.75 1.24 3.18 1.31 3.71 <.001 2.85 1.27 2.86 1.32 0.11 .909

生活全般 3.21 1.29 3.42 1.36 1.78 .075 2.36 1.15 2.54 1.30 1.60 .110 2.64 1.26 2.43 1.30 1.76 .202

p値

友人 行政・専門家

t値 p値 t値 p値 t値

家族・親族

男性 女性 男性 女性 男性 女性

M：平均値  SD：標準偏差 
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健康に関する悩みについては、援助への欲

求が高いこと（p<.001）が援助要請を促進

し、援助への抵抗感が高い（p=.014）こと

が援助要請を抑制した。 

 

表３ 悩みの領域別における援助要請意図の規定要因 

β：標準化偏回帰係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

統制変数は年齢、学歴、経済的ゆとりであり、独立変数として性別、家庭・人間関係・健康・生活全般の悩み得

点、援助欲求、援助抵抗感、孤独感、精神的健康度、ご近所づきあい、手段的自立、情報リテラシーを投入した。

表中には、そのうち援助要請意図との関連が有意であった変数のみを示した。 

 

援助要請意図は、いずれの領域でも悩み

の強さに規定されていた。また、家族や家

庭内の悩みについては援助欲求や抵抗感

に加え、孤独感や精神的健康度、情報リテ

ラシー、近隣交流といった心理的・社会的

要因も関与していた。これは、家庭問題は

他者に開示しやすく、地域での交流や健康

状態が相談行動を後押しすることを示唆

する。一方、人間関係や健康領域では援助

欲求が中心的に働き、生活全般では抵抗感

が阻害要因となっていた。つまり、高齢者

の援助要請は領域ごとに異なる構造を持

ち、特に家庭問題では、近隣などの社会的

つながりがあることや、日常的な支援を求

めやすい環境が相談行動を促進するうえ

で重要であることが示された。 

 

 

 

３．調査２ 同居家族のひきこもり割合と 

親の援助要請、精神的健康度 

３.１ 目的 

調査１では、高齢者は家庭問題に関して

最も援助要請意図が高く、家庭内の困難が

援助行動に直結しやすいことが示された。

中高年ひきこもりはまさに家庭内で生じ

る深刻な問題であり、支援につながるか否

かは、特に家族の援助要請態度に大きく依

存する。これを踏まえ、本調査では、高齢

者世帯における同居家族のひきこもりの

推定割合を把握し、該当世帯の援助要請に

関する態度や高齢者の孤独感・精神的健康

度について、それ以外の世帯との比較から

特徴を検討することを目的とした。 

 

３.２ 方法 

2024年 10月に都内Ａ区在住の 50～79 歳

の 4,000 人を無作為抽出し郵送調査を実施

β p値 β p値 β p値 β p値

悩み得点 .69 <.001 .31 <.001 .29 <.001 0.33 <.001

援助への欲求 .34 <.001 .20 <.001 .17 <.001 0.11 0.325

援助への抵抗 -0.24 <.001 -.08 .130 -.17 .014 -.236 .005

孤独感 .10 .049 -

WHO-5 .12 .010 -

IADL -.10 .033 -.13 .175

情報リテラシー .14 .009

近隣との交流 .21 <.001

R2 .69 .23 .23 .28

生活全般健康人間関係家族・家庭内
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した（回収数 1,593 票）。単身者や主要な項

目に欠損値のない 879 人を分析対象とした。

調査内容は、性別や年齢、教育歴、経済的

ゆとり感、居住年数、世帯構成などに加え

て、精神的側面は、孤独感、WHO-5 日本語

版、社会的側面では、近隣や友人などとの

交流によるソーシャル・ネットワーク、地

域や行政などへの信頼感、援助要請態度、

将来展望を尋ねた。さらに、現在及び過去

における同居家族のひきこもり（６か月以

上にわたり概ね自宅で過ごす）の有無、ひ

きこもりがいる場合には、当事者の年齢、

ひきこもり期間、これまでの他者や専門家

などへの相談の有無、援助要請しない理由

（10 項目）を尋ねた。本調査は所属機関の

倫理委員会にて承認を得て実施した。サン

プリングから調査票回収までの一連の作

業は、（一社）新情報センターに業務委託し

た。 

 

３.３ 結果と考察 

１）同居家族のひきこもり割合 

家族にひきこもり当事者がいた者は 58

名であった（出現割合 6.8％）。当事者の年

齢は 10 代、20 代、40 代がそれぞれ約２割

を占め、ひきこもり期間は１〜５年が過半

を占めていた。 

 

２）同居家族のひきこもり当事者の有無に 

よる比較 

 同居家族にひきこもりがいる場合とそ

れ以外において、援助要請態度や精神的健

康度、社会的側面などに関する差異を検討

した（表４）。

 

表４ 同居家族のひきこもりの有無と各尺度得点の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表には有意な結果であったもののみ示した。検定したその他の変数は、将来展望（将来諦め）、ソーシャル・サポ

ート（親しいパートナー、友人など８つの対象別）、地域や自治体への信頼感、居住年数、ソーシャル・ネットワ

ーク（友人や近隣、職場関係） 

M SD M SD

援助要請態度

　自己解決 8.38 2.59 8.29 2.69 -0.25 .702

　他者不信 8.10 3.86 7.41 3.89 -1.33 .093

将来展望

　将来不安 4.76 2.41 3.46 2.49 -4.11 <.001

ソーシャル・ネットワーク（全体） 9.97 2.95 10.93 3.58 2.00 .046

　別居家族・親族（自宅から30分未満） 1.84 1.01 1.90 0.97 1.48 .070

　別居家族・親族（自宅から30分以上） 1.64 0.92 2.09 1.08 3.09 <.001

孤独感 4.90 1.85 4.04 1.42 -4.48 <.001

WHO-5 12.84 5.30 15.06 5.26 3.08 .001

経済的ゆとり 3.00 1.00 2.71 0.93 -2.40 .008

年齢 65.86 8.63 68.01 8.19 2.01 .023

ひきこもり　あり ひきこもり　なし
t値 p値

M：平均値  SD：標準偏差 
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その結果、同居家族にひきこもりがいる

高齢者はそうでない者と比して、将来不安

（p<.001）と孤独感（p<.001）が高く、精神

的健康度（WHO-5）は低かった（p=.001）。

また、ソーシャルネットワーク全体

（p=.046）、別居家族・親族（自宅から 30 分

未満（p=.070）、別居家族・親族（自宅から

30 分以上）(p<.001）も低い値を示し、経済

的ゆとり感（p=.008）がなく、年齢（p=.023）

は若いことが示された。援助要請態度につ

いては、有意差は認められなかった。 

同居家族にひきこもりがいる高齢者で

は、援助要請態度について同年代の地域高

齢者と有意差が認められなかった。したが

って、もともと援助要請を避ける傾向があ

ることが、ひきこもりの存在そのものを規

定しているわけではないことが示された。

一方で、ひきこもりを抱える高齢者は、将

来不安が高く、経済的ゆとりが乏しく、家

族外の社会的つながりが狭いという特徴

がみられ、とりわけ遠方親族との関係が弱

かった。さらに、これらの結果を反映して

孤独感が高く、精神的健康度も低かった。

つまり、支援のニーズは高いが支援につな

がりにくい状態にある、といえる。 

 

３）同居家族にひきこもりがいる高齢者の 

みを対象とした追加分析 

 ひきこもりを抱える家族のみを対象と

した分析では、同居家族にひきこもりがい

る高齢者の62.5％がこれまでに誰かに相談

しており、その主な相談先は医療機関

（67.5％）、家族・親族（50％）、行政機関

（37.5％）であった。特に医療機関は最も

多く利用され、かつ問題改善につながった

割合も高かった（64.7％）。次いで、家族や

親族（35.3％）、行政機関（20.6％）や民間

の支援団体（20.6％）が、相談した場合に

改善や解決の方向に向かったという回答

が多かった。 

一方、相談しなかった人は約４割を占め、

その理由として、「問題は自然に改善する

だろうと思った」が 69.6％と最も高く、次

いで、「自分で問題を解決したかった」が

60.9％、「医療機関など専門機関は信用でき

ない」が 36.4％であった（表５）。

 

表５ 相談しなかった理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 該当割合（％)

問題は自然に改善するだろうと思った 69.6

自分で問題を解決したかった 60.9

医療機関など専門機関は信用できなかった 36.4

相談先に行く交通手段がなかった 8.7

どこに相談に行けば良いか分からなかった 26.1

相談に行く時間がなかった 34.8

相談することで，相手からどう思われるか心配した 21.7

知らない人にプライベートな話をしたくなかった 34.8

相談するとお金がかかるから 8.7

その他 0.2
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問題が自然に改善するという考えはつま

り、本人の意思を尊重して当面は見守ると

いう家族方針と結びつきやすいといえる。

一方で、自己解決志向も割合が高かったこ

とから、「他者に迷惑をかけたくない」「家

庭内の問題として処理したい」という規範

が、外部への相談を抑制している可能性が

ある。 

さらに、対象者数が少ないため参考値と

なるが、これら相談しなかった群と相談し

た群と比較した結果、ソーシャルネットワ

ークや孤独感、精神的健康度などに差はな

かったのに対し、援助要請態度については、

自己解決志向（p<.001）と他者不信（p<.001）

の両者においていずれも相談しなかった

群で有意に高かった。つまり、同じひきこ

もりを抱える場合においても、相談した人

は、援助要請の受容性が高く、援助の有用

性を高く評価し、社会的コストを低く見積

もるといえる。両群において利用可能な社

会資源や精神的健康度には有意差がみら

れなかったことからも、援助要請に関する

態度、すなわち心理的受容性が相談行動の

分岐点になりやすいといえる。 

 

４．統合的考察 

 本研究は、地域高齢者の援助要請行動と、

中高年ひきこもりを抱える世帯の特徴を

検討した。地域高齢者では、日常の悩みに

対する援助要請は悩み領域によって異な

り、家族・家庭内の悩みのほうが他者への

援助要請が相対的に高いこと、近隣との交

流など社会的交流資源がある人ほど援助

要請の実行が良好であることが示された。

さらに、援助要請に対するモチベーション

が高く、抵抗感が低いほど、どの悩み領域

でも援助要請が促進された。加えて、援助

要請を実行している人のほうが、精神的健

康が高いという関連が確認された。 

一方、中高年ひきこもりを抱える家族で

は、地域高齢者一般と比べて援助要請態度

に大きな差はみられなかった。しかし同じ

ひきこもり世帯の内部で比較すると、他者

や専門機関に相談しない群は、自己解決志

向が高く、他者への不信が強いことが示さ

れ、「問題は自然に解決する」「自分で何と

かすべき」といった認識が援助要請を抑制

していた。 

以上から、援助要請の可否は、高齢者本

人の態度・認識に強く規定される。すなわ

ち、悩みの領域と社会的交流資源が援助要

請態度に影響し、それが援助要請行動を通

して精神的健康と結びつくという構図が

示唆された。とりわけひきこもりを抱える

高齢者は、自分で問題を解決したいという

志向や、他者への不信感が相談回避を強め、

孤独感の高さや精神的健康の低さと関連

していた。これらから、援助要請を促進す

るには、単に相談窓口を整備するだけでな

く、抵抗感や不信感を和らげ、安心して相

談できる環境を同時に整えることが不可

欠である。また間接的アプローチとして、

地域高齢者全体を対象に、近隣での緩やか

な交流の機会を増やし、相談することがす

なわち迷惑ではない、ということを伝えて

いく広報などが有用かもしれない。これら

心理的ハードルの低下を通じて、潜在化し

やすいひきこもり世帯の可視化と早期接

続に寄与すると考えられる。 
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